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大阪市北区梅田三丁目 1番 3号 

タキロンシーアイ株式会社 

代表取締役 齋藤 一也 

 

当社は、当社を吸収分割会社とし、タキロン KC ホームインプルーブメント株式会社（以下「タ

キロン KCホームインプルーブメント」といいます。）を吸収分割承継会社とする吸収分割（以下

「本吸収分割」といいます。）に際し、法令の定めに従い、吸収分割契約等の内容その他法令に定

める事項を記載した本書面を、当社本店に備え置くことといたします。 

 

1．吸収分割契約の内容（会社法第 782条第 1項第 2号） 

別紙 1の吸収分割契約書のとおりです。 

 

2．分割対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 183条第 1号） 

本吸収分割に際して、タキロン KCホームインプルーブメントから当社に対し、株式その他金

銭等の交付を行いませんが、タキロン KCホームインプルーブメントは当社の完全子会社であ

ることから、相当であると判断しております。 

 

3．吸収分割承継会社に関する事項（会社法施行規則第 183条第 4号） 

（1）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 2のとおりです。 

（2）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

4．吸収分割会社に関する事項（会社施行規則第 183条第 5号） 

当社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産

の状況に重要な影響を与える事象の内容 

該当事項はありません。 

 

5．債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 183条第 6号） 

本吸収分割において、タキロン KCホームインプルーブメントが当社から承継する債務はあり

ません。 

以上 
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事 業 報 告 
                             

２０１９年 ４月  １日から 

                                                                ２０２０年 ３月３１日まで 

 

１．株式会社の状況に関する重要な事項 

（１） 事業の経過および成果 

2019 年度のホームセンター業界は、伸び悩む個人消費、米中貿易摩擦や英国 EU 離脱問題、中東

情勢の緊迫化、新型コロナウィルスの感染拡大など不透明感が高まる中、10 月の消費税率改定の影

響による消費の縮小で同業種・異業種との競争が更に激化、厳しい販売競争が続きました。 

当社製品を取り巻く環境においては、管材の販売は順調ながら、度重なる災害の特需で波板等の

供給に混乱が続きました。また農園芸の主力商品の販売数量が減少しました。 

この様な状況のもと当社は、DP ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾅﾐｲﾀの通年販売を開始。ﾀｷﾛﾝｼｰｱｲﾌﾞﾗﾝﾄﾞを併せ、台風の特

需に対応しました。管工製品の定番拡大、生活資材の仕入商品の拡販により売上を拡大、売上高 50

億円を２年連続達成しました。しかしながら 物流費の上昇等、外部環境が依然、厳しく一部の主

要売場の喪失もあり、全体としては混乱の中で顧客の繋ぎとめに苦心しました。 

 その結果、売上高は 5,231 百万円（前期比 100.03％）、経常利益は 80百万円（前期比 77.1％）、

当期純利益は 49 百万円（前期比 74.8％）となりました。 

2020 年 3月株式会社クボタケミックスと発展的資本関係解消として自社株を買い取り、タキロン

シーアイ株式会社の 100％子会社として再スタートしました。 

 

部門別の状況は以下のとおりです。 

建築資材部門 

住設資材 

      排水ます・PI は、計画を達成しましたが、雨樋は主要顧客の方針変更や切替 HC の見込違い

の為、未達に終わりました。デッキ材は他社からの切替で引続き伸長、部門の販売実績は前

期を上回りました。 

採光建材 

波板は塩ビナミ、ポリカナミが台風特需により計画達成しました。 

上期は前年の台風特需の影響が残り、下期には関東地区で台風特需が新たに発生、年末にお

いても割当、分配などが続いておりました。一部の HCは他社品との併売を常態化、続いた供

給問題は顧客との信頼構築の障害となっておりましたが、関係改善に努めました。 

市況は低価格品の志向が強いものの供給総量の問題が続きました、そのため価格改定が遅れ、

収益面での大きな課題を残しました。 

PC カット板は台風特需のため受注が好調でした。 

     高機能材 

塩ビ板の定番維持に努め計画を達成しました。 

     建築仕入商品 

トタンは役物を含め販売増となりました。パニートは計画を達成しました。 

それらの結果、建築資材部門の純売上高は 2,962 百万円（前期比 103.4％）となりました。 
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管工機材部門 

     塩ビ管・継手 

定番拡大や棚割り改善等の施策徹底で計画達成しました。 

塩ビ管の物流問題は不可避な課題となり、物流費の上昇は収益面での課題が残りました。 

     管工仕入商品 

管工仕入商品は、塩ビ２級管・ライト管の仕入先の倒産があり、商品供給に問題が発生、販

売を中止いたしました。また暖冬の影響で保温材が不振、計画は未達成となりました。 

その結果、管工機材部門の純売上高は 1,707 百万円（前期比 98.1％）となりました。 

 

生活資材部門 

ＴＣＰは、猛暑・日照不足などの天候の影響を受けましたが、ナフコ喪失分の挽回ができず

主力継続ホームセンターでの売場維持で売上確保を図りましたが 前年から大きな未達にな

りました。 

トリカルネットは、新規定番店拡大し、ＮＥＴチャネル販売が伸長しました。 

生活資材仕入商品 

 仕入品は金網、電気柵が大幅に伸長、包装資材は拡販に努め、新仕入品の販売にも注力しま

した。コルゲートは、車取り店舗が不振、事業物件も不振で計画を大きく下回りました。 

その結果、生活資材部門の純売上高は 562.5 百万円（前期比 96.5％）となりました。  

 

（２）対処すべき課題 

① 売上規模の拡大と収益の改善  ② 新規仕入商品の拡販  ③ 物流機能の強化 

④ 営業統合効果の最大化 

（３）財産および損益の状況の推移 

 

区          分 
第１０期 

(2016.4.1～

2017.3.31) 

第１１期 

(2017.4.1～

2018.3.31) 

第１２期 

(2018.4.1～

2019.3.31) 

第１３期 

(2019.4.1～

2020.3.31) 

 純売上高  （百万円） 4,364 4,423 5,229 5,231 

 経常利益  （百万円） 56 45     104      80 

 当期純利益 （百万円） 27 28 66 49 

 １株当たり当期純利益（円） 30,142.71 31,751.95 73,099.74 55,097.37 

 総 資 産  （百万円） 1,941 2,454 2,546 2,207 

 純 資 産  （百万円） 676 706 752 655 

 １株当たり 純 資 産 （円） 742,191.90 774,164.29 824,841.40 833,397.45 

（注）純売上高、経常利益、当期純利益、総資産、純資産については百万円未満切り捨てで計算しており

ます。 

（注）純利益は期中平均発行済株式総数に基づき、1株当たり純資産は発行済株式総数に基づき算出して

おります。 

 

（４）主要な営業所および物流センター 

  ［本店所在地］東京都港区港南２丁目１５番１号 



 

３ 

  ［物流センター］千葉県柏市十余二３８０－１１４ 

福岡県筑紫野市岡田３－８－２ 

          兵庫県加東市南山６－８－５ 

 

（５）従業員の状況 

従業員数 前期末比   平 均 年 齢   平均勤続年数 

 ２９名 ２名増 ４４歳１ヶ月 ８年９ヶ月 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員、派遣社員を含んでおりません。 



決　算　報　告　書

自　２０１９年　４月  １日から
至　２０２０年　３月３１日まで

タキロンＫＣホームインプルーブメント株式会社

第　１３　期



貸　借　対　照　表
（２０２０年３月３１日現在）

(単位：円)

科   　　     目 　金      額 科   　　     目 　金      額

資産の部 負債の部

流動資産 [ 2,162,476,903 ] 流動負債 [ 1,495,225,678 ]

現 金 及 び 預 金 38,847,216 買 掛 金 1,360,620,512

受 取 手 形 235,775,859 未 払 金 42,113,584

売 掛 金 797,773,328 未 払 費 用 33,277,158

商 品 125,432,062 未 払 法 人 税 等 10,928,600

前 払 費 用 2,552,347 未 払 消 費 税 等 9,019,000

未 収 入 金 3,250,589 預 り 金 18,354,824

預 け 金 967,790,788 賞 与 引 当 金 13,843,000

そ の 他 流 動 資 産 1,006,714 役 員 賞 与 引 当 金 7,069,000

貸 倒 引 当 金 △ 9,952,000 固定負債 [ 56,634,622 ]

固定資産 [ 45,267,189 ] 退 職 給 付 引 当 金 39,776,382

 有形固定資産 ( 3,959,961 ) そ の 他 固 定 負 債 16,858,240

建 物 1,185,363 負 債 合 計 1,551,860,300

工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 2,774,598 純資産の部

 無形固定資産 ( 2,659,311 ) 株主資本 [ 653,168,792 ]

ソ フ ト ウ ェ ア 2,538,108  資　本　金 ( 70,000,000 )

その他無形固 定 資産 121,203  資本剰余金 ( 23,000,000 )

 投資その他の資産 ( 38,647,917 ) そ の 他 資 本 剰 余 金 23,000,000

投 資 有 価 証 券 8,275,100  利益剰余金 ( 659,543,792 )

差 入 保 証 金 880,000 利 益 準 備 金 7,293,623

長 期 前 払 費 用 966,074 そ の 他 利 益 剰 余 金 652,250,169

繰 延 税 金 資 産 28,526,743 任 意 積 立 金 60,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 592,250,169

 自己株式 ( △ 99,375,000 )

評価・換算差額等 [ 2,715,000 ]

その他有価証券評価差額金 2,715,000

純 資 産 合 計 655,883,792

資  産  合  計 2,207,744,092 負債・純資産合計 2,207,744,092



損　益　計　算　書
(自　２０１９年４月１日　至　２０２０年３月３１日)

(単位：円)

   科                目 金　　　　　　    額

　　売　 　上　　　高 5,231,459,340
　　売 　上 　原　 価 4,501,502,933

売 上 総 利 益 729,956,407
    販売費及び一般管理費 647,951,020

営  業  利  益　 82,005,387
     営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 1,567,564
仕入割引 1,686,499
そ　　の　　他 2,677,563 5,931,626

     営 業 外 費 用
支払利息 231,215
売上割引 5,164,159
そ　　の　　他 1,800,000 7,195,374
経  常  利  益  80,741,639

     特  別  利  益
投資有価証券売却益 113,670 113,670

     特  別  損  失
固定資産除却損 1 1
税引前当期純利益 80,855,308
法人税、住民税及び事業税 32,440,630
法人税等調整額 △ 1,476,593 30,964,037
当 期 純 利 益 49,891,271



株主資本等変動計算書

(自　２０１９年４月１日　至　２０２０年３月３１日)
(単位：円)

株 主 資 本 評価・換算差額等
資本剰余金 利益剰余金

資本金 　　その他利益剰余金 自己株式 株主資本 その他有価証券 純資産合計
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金 任意積立金

繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

合計 評価差額金

前期末残高 70,000,000 23,000,000 23,000,000 2,627,011 60,000,000 593,691,638 656,318,649 0 749,318,649 2,936,712 752,255,361

(当期変動額)

　剰余金の配当 △ 46,666,128 △ 46,666,128 △ 46,666,128 △ 46,666,128

　剰余金の配当に伴う
　利益準備金の積立

4,666,612 △ 4,666,612 0 0 0

　当期純利益 49,891,271 49,891,271 49,891,271 49,891,271

　自己株式の取得 0 △ 99,375,000 △ 99,375,000 △ 99,375,000

　株主資本以外の項目の
　当期変動額(純額)

△ 221,712 △ 221,712

当期変動額合計 0 0 0 4,666,612 0 △ 1,441,469 3,225,143 △ 99,375,000 △ 96,149,857 △ 221,712 △ 96,371,569

当期末残高 70,000,000 23,000,000 23,000,000 7,293,623 60,000,000 592,250,169 659,543,792 △ 99,375,000 653,168,792 2,715,000 655,883,792



                                                            

個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 
 時価のあるもの 

 
･････ 

 
決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定) 

 
（２） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 ･････ 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切り下げの方法） 

 
（３） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ･････ 定率法 
但し、以下条件のいずれかに該当するものは定額法 
(1)平成 10 年４月１日以降取得した建物(建物付属設備
を除く) 
(2)平成 28 年４月１日以降取得した建物付属設備及び
構築物 

無形固定資産 ･････ 定額法 
但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

 
（４） 引当金の計上基準 

貸倒引当金 ･････ 売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一
般債権については見込繰入率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し､回
収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 ･････ 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込
額の当期間対応額を計上しております。 

役員賞与引当金 ･････ 役員に対する賞与に充てるため、当事業年度における
支給見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金 ･････ 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職
給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期末に
発生していると認められる額を計上しております。 

 
（５） 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

２．貸借対照表に関する注記 

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 17,648,568 円 

 

（２） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務   

短期金銭債権 970,646,341 円 
短期金銭債務 775,661,973 円 

 

３．損益計算書に関する注記 
 関係会社との取引高 

仕入高 3,838,213,913 円 
営業取引以外の取引高 3,110,362 円 

 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１） 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数                      普通株式 912株 

 

（２） 当事業年度末における自己株式の種類及び総数                       普通株式 125株  

 
 
 



                                                            

（３） 配当に関する事項  

  配当金支払額  

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2019年 5月 23日 

定時株主総会 
普通株式 46,666,128円 利益剰余金 51,169 円 2019年 3月 31日 2019年 5月 24日 

  基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの  

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2020年 5月 25日 

定時株主総会 
普通株式 34,923,125円 利益剰余金 44,375 円 2020年 3月 31日 2020年 5月 26日 

 
５．税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （繰延税金資産） 
 

未払事業税否認 1,223,664 

棚卸資産評価損否認 2,837,079 

賞与引当金繰入限度超過額 4,789,678 

貸倒引当金繰入限度超過額 3,443,392 

人件費未払分否認 887,490 

経費未払分否認 2,037,940 

販売手数料未払分否認 979,872 

退職給付引当金繰入限度超過額 13,762,628 

電話加入権評価替否認 145,536 

繰延税金資産小計 30,107,279 

評価性引当額 △ 145,536 

繰延税金資産合計 29,961,743 

 （繰延税金負債） 
 

その他有価証券評価差額金 △ 1,435,000 

繰延税金負債合計 △ 1,435,000 

繰延税金資産（負債）の純額 28,526,743 

 
６．金融商品に関する注記 
 （１） 金融商品の状況に関する事項 

当社では、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループＣＭＳサービスの有効活用 
により、必要な資金を適宜調達することが可能となっております。売掛金に係る顧客の信用リ 
スクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

 
 （２） 金融商品の時価等に関する事項 

2020 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり 
であります。 

  貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

① 現金及び預金 38,847,216 38,847,216 0  

② 受取手形 235,775,859 235,775,859 0  

③ 売掛金 797,773,328 797,773,328 0  

④ 預け金 967,790,788 967,790,788  0  

⑤ 買掛金 (1,360,620,512) (1,360,620,512) 0  

（*）負債に計上されているものについては、（    ）で示しております。 
（注）金融商品の時価の算定方法 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 
おります。 

 
 
 
 
 



                                                            

７．関連当事者との取引に関する注記 
親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 

議決権等の

所有 

(被所有)割

合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額(円) 

（注４） 
科目 

期末残高(円) 

（注４） 

親会社 タキロンシーアイ㈱ 

被所有 

直接 

100％ 

商品の仕入 

 

資金取引 

建築資材商品

及び生活資材

商品の仕入 

（注１） 

資金取引 

（注２） 

2,551,338,989 

 

- 

買掛金 

 

預け金 

764,256,642 

 

967,790,788 

その他の

関係会社 
㈱クボタケミックス 

被所有   

直接    

13.71％ 

（注３） 

商品の仕入 
管工機材商品 

の仕入（注１） 
1,286,874,924 買掛金 450,335,220 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）商品の仕入については、市場価格を勘案して交渉により決定しております。 

（注２）資金取引については、ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）にかかるものであるため、取引

金額の記載を省略しております。なお、利率は市場金利を勘案して合理的に決定しており、担保は受け入

れておりません。 

（注３）㈱クボタケミックスは、2020 年 3 月の自己株式の取得により関連当事者ではなくなったため、上記の議

決権等の所有（被所有）割合は当該自己株式を取得する直前の割合を、取引金額は関連当事者であった期

間の取引金額を、期末残高は関連当事者に該当しなくなった時点での残高を、それぞれ記載しております。 

（注４）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 
８．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 833,397.45 円 
１株当たり当期純利益 55,097.37 円 

 
９．重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。  



附属明細書

第１３期

２０１９年４月  １日から
２０２０年３月３１日まで

タキロンＫＣホームインプルーブメント株式会社

(計算書類関係)



１．有形固定資産及び無形固定資産の明細

（単位：円）

区分 資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
期末減価償却

累計額
当期償却額

差引期末
帳簿残高

建 物 4,736,891 0 0 4,736,891 3,551,528 160,249 1,185,363

工 具 ・ 器 具
及 び 備 品

21,514,598 378,000 5,020,960 16,871,638 14,097,040 1,242,288 2,774,598

計 26,251,489 378,000 5,020,960 21,608,529 17,648,568 1,402,537 3,959,961

ソ フ ト ウ ェ ア 4,560,258 2,252,000 0 6,812,258 4,274,150 344,330 2,538,108

ソフトウェア仮勘定 1,177,200 1,268,000 2,445,200 0 0 0 0

その他無形固定資産 956,213 0 0 956,213 835,010 0 121,203

計 6,693,671 3,520,000 2,445,200 7,768,471 5,109,160 344,330 2,659,311

２．引当金の明細

(単位:円)

当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

11,747,000 9,952,000 11,747,000 9,952,000

18,907,000 13,843,000 18,907,000 13,843,000

7,069,000 7,069,000 7,069,000 7,069,000

35,421,528 4,354,854 0 39,776,382

（注）引当金の計上理由及び算定方法については、個別注記表の｢１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（４）引当金の計上基準」に記載しております。

役員賞与引当金

退職給付引当金

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産

区　　分

貸倒引当金

賞与引当金



３．販売費及び一般管理費の明細

（単位：円）

科　　　　　目 金　　　額 摘　　　　　　　　　　　　要

役 員 報 酬 21,689,239

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額 7,069,000

給 与 134,925,986

賞 与 38,966,979 組替後

賞 与 引 当 金 繰 入 額 13,843,000 組替後

法 定 福 利 費 33,831,999

福 利 厚 生 費 16,746,805

退 職 金 8,491,965 組替後

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 4,354,854 組替後

旅 費 交 通 費 34,711,780

交 際 費 2,167,407

会 議 費 1,233,311

通 信 費 21,809,817

賃 借 料 33,235,326

教 育 費 671,609

減 価 償 却 費 1,746,867

運 賃 138,258,511

倉 庫 料 30,139,968

特 別 販 売 費 8,071,892

見 本 費 749,042

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △ 1,795,000

外 注 費 11,221,719

消 耗 品 費 5,650,151

事 務 用 品 費 5,716,356

修 繕 費 2,214,877

水 道 光 熱 費 1,376,997

新 聞 図 書 費 47,901

組 合 会 費 120,000

支 払 手 数 料 3,819,929

保 険 料 979,359

租 税 公 課 951,050

銀 行 手 数 料 791,906

雑 費 3,811,860

派 遣 社 員 費 11,366,760

調 査 費 185,200

荷 造 費 9,137,478

荷 役 料 39,639,120

合 計 647,951,020




